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④（看護）小規模多機能型居宅介護における認知症対応力の強化（小多機）
（看護）小規模多機能型居宅介護における認知症対応力の更なる強化を図る観点から、認知症

加算について、新たに認知症ケアに関する専門的研修修了者の配置や認知症ケアの指導、研修等

の実施を評価する新たな区分を設ける。

その際、現行の加算区分については、新たな加算区分の取組を促進する観点から、評価の見直

しを行う。

⑤認知症対応型共同生活介護、介護保険施設における平時からの認知症の行動・心理症状の予
防、早期対応の推進（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特養）
認知症の行動・心理症状（BPSD）の発現を未然に防ぐため、あるいは出現時に早期に対応す

るための平時からの取組を推進する観点から、新たな加算を設ける。
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（８）福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し

①一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入
（福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅介護支援）
利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適

時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、一部の福祉用具について貸与と販売の選択

制を導入する。具体的には、要介護度に関係なく給付が可能な福祉用具のうち、比較的廉価で、

購入した方が利用者の負担が抑えられる物の割合が相対的に高い、固定用スロープ、歩行器（歩

行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）及び多点杖を対象とする。

福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、貸与と販売の選択制の導入

に伴い、以下の対応を行う。

ア 選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支援専門員（※）

が、福祉用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることについて、利

用者等に対し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行うこととするとともに、利用者

の選択に当たって必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体状況等

を踏まえ、提案を行うこととする。

※介護支援専門員については、居宅及び予防の運営基準解釈通知を改正。

イ 福祉用具貸与について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員

が、利用開始後６月以内に少なくとも１回モニタリングを行い、貸与継続の必要性について

検討を行うこととする。

ウ 特定福祉用具販売について、選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相

談員が、特定福祉用具販売計画の作成後、当該計画における目標の達成状況を確認すること

とする。また、利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認するよ

う努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等（メンテナンス）を行うよう努

めることとする。
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２．自立支援・重度化防止に向けた対応

（１）リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組等

②介護保険施設におけるリハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組の推進
（地域密着型特養）
リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養を一体的に推進し、自立支援・重度化防止を効果

的に進める観点から、介護老人保健施設におけるリハビリテーションマネジメント計画書情報加

算、介護医療院における理学療法、作業療法及び言語聴覚療法並びに介護老人福祉施設における

個別機能訓練加算（Ⅱ）について、以下の要件を満たす場合について評価する新たな区分を設け

る。

ア 口腔衛生管理加算（Ⅱ）及び栄養マネジメント強化加算を算定していること。

イ リハビリテーション実施計画等の内容について、リハビリテーション・機能訓練、口腔、

栄養の情報を関係職種の間で一体的に共有すること。その際、必要に応じて LIFE に提出し

た情報を活用していること。

ウ 共有した情報を踏まえ、リハビリテーション計画または個別機能訓練計画について必要な

見直しを行い、見直しの内容について関係職種に対し共有していること。

③リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直し
（通所系、地域密着型特養）
リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組を推進する観点から、リハビリテー

ション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画書の見直しを行う。
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⑫ケアプラン作成に係る「主治の医師等」の明確化（居宅介護支援、介護予防支援）
退院後早期に介護保険のリハビリテーションを開始することを可能とする観点から、介護支援

専門員が居宅サービス計画に通所リハビリテーション・訪問リハビリテーションを位置付ける際

に意見を求めることとされている「主治の医師等」に、入院中の医療機関の医師を含むことを明

確化する。

⑱介護保険施設における口腔衛生管理の強化（地域密着型特養）
介護保険施設において、事業所の職員による適切な口腔管理等の実施と、歯科専門職による適

切な口腔管理につなげる観点から、事業者に利用者の入所時及び入所後の定期的な口腔衛生状

態・口腔機能の評価の実施を義務付ける。

㉑退所者の栄養管理に関する情報連携の促進（地域密着型特養）
介護保険施設から、居宅、他の介護保険施設、医療機関等に退所する者の栄養管理に関する情

報連携が切れ目なく行われるようにする観点から、介護保険施設の管理栄養士が、介護保険施設

の入所者等の栄養管理に関する情報について、他の介護保険施設や医療機関等に提供することを

評価する新たな加算を設ける。
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㉒再入所時栄養連携加算の対象の見直し（地域密着型特養）
再入所時栄養連携加算について、栄養管理を必要とする利用者に切れ目なくサービスを提供す

る観点から、医療機関から介護保険施設への再入所者であって特別食等を提供する必要がある利

用者を算定対象に加える。
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（２）自立支援・重度化防止に係る取組の推進

①通所介護等における入浴介助加算の見直し（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護）
通所介護等における入浴介助加算について、入浴介助技術の向上や利用者居宅における自立し

た取組を促進する観点から、以下の見直しを行う。

ア 入浴介助に必要な技術の更なる向上を図る観点から、入浴介助加算（Ⅰ）の算定要件に、入

浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する研修等を行うことを新たな要件として設ける。

イ 入浴介助加算（Ⅱ）の算定要件である、「医師等による、利用者宅浴室の環境評価・助言」に

ついて、人材の有効活用を図る観点から、医師等に代わり介護職員が訪問し、医師等の指示の

下、ICT機器を活用して状況把握を行い、医師等が評価・助言する場合も算定することを可能

とする。

加えて、利用者の居宅における自立した入浴への取組を促進する観点から、入浴介助加算（Ⅱ）

の算定要件に係る現行Q＆Aや留意事項通知で示している内容を告示に明記し、要件を明確化す

る。
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③ユニットケア施設管理者研修の努力義務化（地域密着型特養）
ユニットケアの質の向上の観点から、個室ユニット型施設の管理者は、ユニットケア施設管理

者研修を受講するよう努めなければならないこととする。

（３）LIFE を活用した質の高い介護

①科学的介護推進体制加算の見直し（通所系、小多機、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特養）
科学的介護推進体制加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し

科学的介護を推進する観点から、以下の見直しを行う。

ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を

実施。

イ LIFE へのデータ提出頻度について、少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直

す。

ウ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする。
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②自立支援促進加算の見直し（地域密着型特養）
自立支援促進加算について、質の高い情報の収集・分析を可能とし、入力負担を軽減し科学的

介護を推進する観点から、以下の見直しを行う。

ア 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を

実施。

イ LIFE への初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする。

ウ 医師の医学的評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に１回」に見直す。

エ 本加算に沿った取組に対する評価を持続的に行うため、事務負担の軽減を行いつつ評価の適

正化を行う。
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③アウトカム評価の充実のための ADL維持等加算の見直し（通所系、地域密着型特養）
ADL維持等加算について、自立支援・重度化防止に向けた取組をより一層推進する観点から、

ADL維持等加算（Ⅱ）におけるADL利得の要件について、「２以上」を「３以上」と見直す。

また、ADL利得の計算方法の簡素化を行う。

④アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し（地域密着型特養）
排せつ支援加算について、介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点から、以下の見直し

行う。

ア 排せつ状態の改善等について評価に加え、尿道カテーテルの抜去も新たに評価を行う。

イ 医師又は医師と連携した看護師による評価を少なくとも「６月に１回」から「３月に 1回」

に見直す。

ウ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を

実施。

エ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする。
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⑤アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し（地域密着型特養）
褥瘡マネジメント加算（介護医療院は褥瘡対策指導管理）について、介護の質の向上に係る取

組を一層推進する観点から、以下の見直しを行う。

ア 施設入所時又は利用開始時に既に発生していた褥瘡が治癒したことについても評価を行う。

イ 加算の様式について入力項目の定義の明確化や他の加算と共通している項目の見直し等を

実施。

ウ 初回のデータ提出時期について、他の LIFE 関連加算と揃えることを可能とする。

３．良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

（１）介護職員の処遇改善

①介護職員の処遇改善（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小多機、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特養）
介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへと

確実につながるよう加算率の引上げを行う。

介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活

用されるよう推進する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職

員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた

４段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。

※一本化後の加算については、事業所内での柔軟な職種間配分を認める。また、人材確保に向

けてより効果的な要件とする等の観点から、月額賃金の改善に関する要件及び職場環境等要

件を見直す。
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（２）生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

①テレワークの取扱い（全サービス〔居宅療養管理指導を除く〕）
人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている職種のテレワークに関して、個人

情報を適切に管理していること、利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、取扱いの明確

化を行い、職種や業務ごとに具体的な考え方を示す。

②利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するた
めの委員会の設置の義務付け（認知症対応型共同生活介護、小多機、地域密着型特養）
介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を抽出

及び分析した上で、事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職

員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置を義務付ける。その際、３年間の経過

措置期間を設けることとする。
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③介護ロボットや ICT等のテクノロジーの活用促進
（認知症対応型共同生活介護、小多機、地域密着型特養）
介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、介護ロボットや ICT等の

テクノロジーの導入後の継続的なテクノロジーの活用を支援するため、利用者の安全並びに介護

サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な

安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、生産性向上ガイドライ

ンの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、一定期間ごとに、業務改善の取組による

効果を示すデータの提供を行うことを評価する新たな加算を設けることとする。

加えて、上記の要件を満たし、提出したデータにより業務改善の取組による成果が確認された

上で、見守り機器等のテクノロジーを複数導入し、職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手

の活用等）の取組等を行っていることを評価する区分を設けることとする。
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